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平成 18年 3月期 第３四半期財務・業績の概況（連結） 平成 18年 2月 6日

上   場   会   社   名       ＮＴＮ株式会社 （コード番号：6472　　東証　大証第一部）

　　　（ＵＲＬ　http://www.ntn.co.jp） 本社所在都道府県　大阪府

問合せ先  代表者役職名 代表取締役社長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　鈴木泰信
　　　　　　  責任者役職名 総務部長
　　　　　　  氏　　        名　　　　　　　　西川英徳 TEL (06) 6443 - 5001

1.四半期財務情報の作成等に係る事項
　①会計処理の方法における簡便な方法の採用の有無 ：有
     (内容）法人税等の計上基準 ：法定実効税率をベースとした予想税率により計算

 しております。
　②最近連結会計年度からの会計処理の方法の変更の有無 ：無

　③連結及び持分法の適用範囲の異動の有無 ：有
　　（内容）連結（新規）４社

2. 平成18年 3月期第3四半期財務・業績の概況（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 17年 12月 31日）
(1)経営成績（連結）の進捗状況 記載金額は、百万円未満切り捨てて表示しております。

売    上    高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 3月期第3四半期 315,038 10.4 25,725 5.9 21,883 1.4
17年 3月期第3四半期 285,234 8.9 24,296 37.2 21,579 40.8
（参考）17年 3月期 388,348 - 33,200 - 28,385 -

四半期（当期）純利益 １株当たり四半期 潜在株式調整後１株当た

（当期）純利益 り四半期（当期）純利益

百万円 ％ 円　　銭 円　　銭

18年 3月期第3四半期 14,162 4.4 30.66 28.18
17年 3月期第3四半期 13,571 39.0 29.37 27.00
（参考）17年 3月期 16,739 - 35.83 32.94
（注）売上高、営業利益等におけるパーセント表示は、対前年同四半期増減率を示しております。

(2)財政状態（連結）の変動状況
総  資  産 株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり株主資本

百万円 百万円 ％ 円　　銭

18年 3月期第3四半期 554,969 176,535 31.8 382.19
17年 3月期第3四半期 497,973 153,620 30.8 332.51
（参考）17年 3月期 516,578 157,952 30.6 341.93

(3)連結キャッシュ･フローの状況
　　　 営業活動による 　　　 投資活動による 　 　財務活動による 現金及び現金同等物
　　　キャッシュ・フロー 　　　キャッシュ・フロー 　　キャッシュ・フロー 期　 末 　残 　高

百万円 百万円 百万円 百万円

18年 3月期第3四半期 16,639 △ 36,539 6,712 38,700
17年 3月期第3四半期 33,236 △ 32,819 4,197 47,473
（参考）17年 3月期 47,830 △ 46,151 6,693 51,302

3. 平成18年 3月期の連結業績予想（平成 17年 4月 1日  ～  平成 18年 3月 31日）
　 売   上   高 営　業　利　益

百万円 百万円 百万円 百万円

通　　期 427,000 37,000 31,000 20,000
(今回の業績予想は平成17年11月8日公表の決算発表時から修正しておりません。）

＊業績予想につきましては本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、予想につきまし
ては様々な不確定要素が内在しておりますので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）　42円90銭

経　常　利　益 当　期　純　利　益
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平成 18 年 3 月期 第 3 四半期連結業績の概況 （9 ヶ月間の累計） 

 

〔経営成績（連結）の進捗状況に関する定性的情報等〕 

 

当第 3四半期における日本経済は、企業収益の改善による設備投資や個人消費の増加に牽引され、景気は緩

やかに回復しております。海外経済については、米国や中国をはじめとするアジアでは景気が拡大、欧州でも景

気は緩やかに回復しております。しかし一方で原油や鋼材価格の上昇が内外経済に与える影響が依然として不安

定要素となっております。 

このような環境のもと、当社グループは、3年間の中期経営計画「飛躍21」の 2年目として計画達成に向け、更な

る積極的な販売活動や徹底したコスト削減活動を通じて企業価値向上に取り組みました。 

その結果、当第 3四半期の売上高は 315,038 百万円（前年同期比 10.4%増）となりました。利益につきましては、

営業利益は25,725百万円（前年同期比5.9%増）、経常利益は21,883百万円（同1.4%増）となりました。なお、特別

損失として固定資産の減損損失 224 百万円を計上し、四半期純利益は 14,162 百万円（同 4.4%増）となりました。 

 

事業部門別売上高につきましては、以下の通りであります。 

①軸受 

自動車向けでは日本や北米、欧州の各地域で新規受注案件が寄与し、アクスルベアリングやニードルロー

ラベアリングが好調に推移しました。一般産業機械向けでは、日本や北米地域で建設機械、工作機械向けを

中心とした大形軸受や精密軸受などが増加しました。欧州地域は風力発電向け、アジア他地域は主にハード

ディスクドライブ（ＨＤＤ）モータ向けの流体動圧軸受や事務機向けが好調でした。また代理店向けも日本、海

外ともに堅調に推移しました。その結果、売上高は 200,953 百万円（前年同期比 10.0%増）となりました。 

②等速ジョイント 

北米地域では日系及び米国自動車メーカ向けの新規受注案件が本格的に寄与し大幅な伸びとなりました。

日本や欧州地域でも堅調であり、また中国やマレーシア、韓国では新規受注案件の立上げが寄与しました。

その結果、売上高は 94,908 百万円（前年同期比 16.0%増）となりました。 

③精密機器商品等 

自動車設備向けなどのパーツフィーダが堅調でしたが、液晶リペア装置やプラズマディスプレイパネル（ＰＤ

Ｐ）欠陥修正装置などが減少しました。その結果、売上高は19,177百万円（前年同期比7.3%減）となりました。 

 

所在地別セグメントの業績につきましては、以下の通りであります。 

①日本 

自動車向けの軸受や等速ジョイント、一般産業機械向けは、建設機械、工作機械向けなどの大形軸受や

精密軸受が好調で、代理店向けは設備プラント補修向けにベアリングユニットや大形軸受が堅調に推移しま

した。その結果、売上高は 235,091 百万円（前年同期比 8.4%増）となり、営業利益につきましては、原材料価

格の高騰がありましたが、販売増やコスト削減に加え為替の効果により、18,042 百万円（前年同期比 5.0%増）

となりました。 
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②北米 

自動車向けの等速ジョイントやアクスルベアリングが大幅な伸びとなり、一般産業機械は建設機械向けの大

形軸受を中心に好調で、代理店向けも堅調に推移しました。その結果、売上高は 81,870 百万円（前年同期

比 22.5%増）となり、営業利益につきましては、原材料価格の高騰や生産能力増強に伴う費用の増加などがあ

りましたが、販売増の効果もあり、2,817 百万円（前年同期比 18.2%増）となりました。 

③欧州 

自動車向けは等速ジョイントが堅調な上、アクスルベアリングの新規受注案件が寄与しました。一般産業機

械向けは風力発電向けなどの大形軸受が寄与し、また代理店向けも好調に推移しました。その結果、売上高

は 47,863 百万円（前年同期比 3.5%増）となり、営業利益につきましては、販売増の効果もありましたが、原材

料価格の高騰や償却費などの費用増により 1,775 百万円（前年同期比 20.5%減）となりました。 

④アジア他 

中国では自動車向けの軸受や等速ジョイントが伸び、流体動圧軸受や事務機向け軸受も好調でした。また

アセアン地域でもインドネシアでの二輪車向け軸受やマレーシア、韓国での等速ジョイントが好調に推移しま

した。その結果、売上高は 31,921 百万円（前年同期比 35.1%増）となり、営業利益につきましては、販売増の

効果もあり、2,719 百万円（前年同期比 49.3%増）となりました。 

 

〔財政状態（連結）の変動状況に関する定性的情報等〕 

 

営業活動による資金は 16,639 百万円（前年同期比 16,597 百万円、49.9%減）増加しました。この増加の要因は

税金等調整前四半期純利益21,659百万円、減価償却費20,773百万円、仕入債務の増加額6,294百万円などの

収入に対して、たな卸資産の増加額 15,091 百万円、法人税等の支払額 12,777 百万円などの支出によります。 

投資活動による資金は36,539百万円（前年同期比3,720百万円、11.3%増）減少しました。この減少の要因は有

形固定資産の取得による支出 34,902 百万円などによります。 

財務活動による資金は 6,712 百万円（前年同期比 2,515 百万円、59.9%増）増加しました。この増加の要因は配

当金の支払額 4,619 百万円などに対して、短期・長期借入金の純増加額 11,353 百万円などによります。 

これらの増減に換算差額の増加額 585 百万円を算入しました結果、当第 3 四半期末における現金及び現金同

等物は 38,700 百万円となり、前期末に比べ 12,602 百万円（24.6%）の減少となりました。 

 

〔業績予想に関する定性的情報等〕 

 

平成 18 年 3 月期の通期の連結業績につきましては、当第 3 四半期連結業績が概ね計画通りに推移しており、

平成 18 年 3 月期中間決算発表時の業績予想と変更ありません。 
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１．（要約）四半期連結貸借対照表 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位:百万円）

当第３四半期 前連結会計年度 増　　減

    科                             目 (平成17年12月31日) (平成17年3月31日) (平成16年12月31日)

  資    産    の    部  554, 969  516, 578  38, 391  497, 973

 流   動   資   産  271, 737  262, 397  9, 340  253, 005

現 金 及 び 預 金  21, 702  22, 418 △ 716  19, 578
受 取 手 形 及 び 売 掛 金  102, 161  100, 889  1, 272  96, 173
有 価 証 券  6, 998  6, 997  1  6, 997
た な 卸 資 産  110, 668  93, 167  17, 501  93, 283
そ の 他  30, 238  38, 988 △ 8, 750  37, 031
貸 倒 引 当 金 △ 32 △ 63  31 △ 58

 固   定   資   産  283, 232  254, 181  29, 051  244, 968

 (有 形 固 定 資 産） (  228, 144 ) (  207, 659 ) (  20, 485 ) (  200, 939 )

建 物 及 び 構 築 物  63, 072  58, 258  4, 814  57, 263
機 械 装 置 及 び 運 搬 具  123, 536  105, 353  18, 183  96, 654
土 地  23, 159  23, 041  118  23, 262
建 設 仮 勘 定  10, 346  13, 164 △ 2, 818  15, 963
そ の 他  8, 030  7, 841  189  7, 796

 (無 形 固 定 資 産） (  3, 283 ) (  2, 833 ) (  450 ) (  2, 316 )

 (投資その他の資産） (  51, 804 ) (  43, 687 ) (  8, 117 ) (  41, 711 )

投 資 有 価 証 券  31, 690  22, 164  9, 526  21, 798
そ の 他  21, 169  22, 488 △ 1, 319  20, 914
貸 倒 引 当 金 △ 1, 055 △ 964 △ 91 △ 1, 001

      合                     計  554, 969  516, 578  38, 391  497, 973

前年同四半期 
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(単位:百万円）

当第３四半期 前連結会計年度 増　　減 前年同四半期

    科                            目 (平成16年12月31日)

  負   債   の   部  374, 134  354, 560  19, 574  340, 383

 流  動  負  債  234, 722  212, 409  22, 313  199, 565

支 払 手 形 及 び 買 掛 金  91, 505  84, 702  6, 803  81, 566
短 期 借 入 金  98, 746  88, 080  10, 666  84, 129
１ 年 以 内 償 還 予 定 の 社 債  10, 000  -        10, 000  -       
未 払 法 人 税 等  4, 007  8, 164 △ 4, 157  6, 967

そ の 他  30, 463  31, 462 △ 999  26, 903

 固  定  負  債  139, 411  142, 151 △ 2, 740  140, 817

社 債  40, 000  50, 000 △ 10, 000  50, 000
転 換 社 債 型 新 株 予 約 権 付 社 債 30, 000 30, 000 -      30, 000
長 期 借 入 金  14, 872  8, 105  6, 767  8, 545
退 職 給 付 引 当 金  48, 480  47, 347  1, 133  46, 912
役 員 退 職 慰 労 引 当 金  -        329 △ 329  310
製 品 補 償 引 当 金  428  1, 918 △ 1, 490  1, 040
そ の 他  5, 630  4, 450  1, 180  4, 008

 4, 299  4, 065  234  3, 969

 176, 535  157, 952  18, 583  153, 620

資 本 金 39, 599  39, 599 -      39, 599
資 本 剰 余 金 52, 635  52, 622 13 52, 622
利 益 剰 余 金 81, 544  72, 918 8, 626 69, 750
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 10, 075  5, 231  4, 844 4, 867
為 替 換 算 調 整 勘 定 △ 6, 752 △ 11, 911  5, 159 △ 12, 747
自 己 株 式 △ 567 △ 508 △ 59 △ 472

      合               計  554, 969 516, 578  38, 391  497, 973

(平成17年3月31日)(平成17年12月31日)

少 数 株 主 持 分

資 本 の 部
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２．（要約）四半期連結損益計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位:百万円）

当第３四半期

 自平成17年 4月 1日  自平成16年 4月 1日

 至平成17年12月31日  至平成17年 3月31日

 315, 038  285, 234  29, 804  388, 348

 247, 361  221, 900  25, 461  303, 232

    売   上   総   利   益  67, 676  63, 334  4, 342  85, 116

 41, 950  39, 037  2, 913  51, 915

    営     業    利     益  25, 725  24, 296  1, 429  33, 200

営  業  外  収  益  2, 245  2, 389 △ 144  3, 259

受 取 利 息 及 び 配 当 金 (  390 ) (  257 ) (  133 ) (  286 )

そ の 他 (  1, 854 ) (  2, 131 ) ( △ 277 ) (  2, 972 )

営  業  外  費  用  6, 087  5, 106  981  8, 074

支 払 利 息 (  2, 805 ) (  1, 766 ) (  1, 039 ) (  2, 460 )

そ の 他 (  3, 282 ) ( 3, 339 ) ( △ 57 ) (  5, 613 )

   経     常     利     益  21, 883  21, 579  304  28, 385

特    別    損    失  224    -      224   1, 800 
減 損 損 失 ( 224   ) ( -     )  ( 224  ) ( -     )
製 品 補 償 引 当 金 繰 入 額 ( -     ) ( -     )  ( -    ) ( 1, 800 )

 21, 659  21, 579  80  26, 585

7, 237 7, 806 △ 569 9, 601

 258  201  57  244

 14, 162  13, 571  591  16, 739四 半 期 ( 当 期 ) 純 利 益

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費

税金等調整前四半期（当期）純利益

   科                      目

売 上 高

売 上 原 価

法 人 税 等

少 数 株 主 利 益

 至平成16年12月31日

増　　　減

前連結会計年度前年同四半期

 自平成16年 4月 1日
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３．（要約）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

(単位:百万円）
当第３四半期 前年同四半期

科                            目

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前四半期(当期)純利益 21,659 21,579 26,585
減価償却費 20,773 18,048 24,870
連結調整勘定償却額 45 △ 40 △ 40
貸倒引当金の増減額（減少：△） △ 3 156 88
退職給付引当金の増減額（減少：△） 988 371 788
役員退職慰労引当金の増減額（減少：△） △ 329 △ 139 △ 121
製品補償引当金の増減額（減少：△） △ 1,489 △ 1,616 △ 738
受取利息及び受取配当金 △ 390 △ 257 △ 286
支払利息 2,805 1,766 2,460
為替換算調整差額／為替差損益（差益：△） △ 1,012 △ 568 △ 629
持分法による投資損益（益：△） △ 809 △ 646 △ 932
売上債権の増減額（増加：△） 810 △ 3,400 △ 7,649
たな卸資産の増減額（増加：△） △ 15,091 △ 9,097 △ 8,523
仕入債務の増減額(減少：△) 6,294 12,545 15,656
役員賞与の支払額 △ 184 △ 153 △ 153
その他 △ 3,160 △ 2,360 2,126
  小計 30,906 36,186 53,500
利息及び配当金の受取額 1,068 823 852
利息の支払額 △ 2,557 △ 1,897 △ 2,374
法人税等の支払額 △ 12,777 △ 1,876 △ 4,149
営業活動によるキャッシュ・フロー 16,639 33,236 47,830

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の預入による支出 △ 25 △ 58 △ 70
定期預金の払戻による収入 138 22 22
有形固定資産の取得による支出 △ 34,902 △ 34,369 △ 47,465
有形固定資産の売却による収入 517 1,981 2,216
無形固定資産の取得による支出 △ 852 △ 429 △ 1,061
投資有価証券の売却等による収入 115 6 446
短期貸付金の純増減額（増加：△） △ 70 60 29
その他 △ 1,458 △ 32 △ 269
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 36,539 △ 32,819 △ 46,151

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
 短期借入金の純増減額（減少：△） 9,794 6,832 8,343
長期借入れによる収入 5,539 1,971 1,825
長期借入金の返済による支出 △ 3,980 △ 1,649 △ 505
少数株主への株式の発行による収入 71 200 223
配当金の支払額 △ 4,619 △ 3,004 △ 3,004
その他 △ 93 △ 153 △ 189
財務活動によるキャッシュ・フロー 6,712 4,197 6,693

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 585 525 596

Ⅴ 現金及び現金同等物の増減額（減少：△） △ 12,601 5,140 8,969

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 51,302 42,157 42,157

Ⅶ 新規連結に伴う現金及び現金同等物の増加額 - 175 175

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 38,700 47,473 51,302

（注） 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に記載されている科目の金額との関係
（平成17年12月31日現在） （平成16年12月31日現在） （平成17年 3月31日現在）

現金及び預金 21,702 19,578 22,418
有価証券 6,998 6,997 6,997
短期貸付金 10,104 21,002 22,032
預入期間が3ヵ月を超える定期預金 △ 1 △ 102 △ 114
短期貸付金のうち現先以外のもの △ 102 △ 2 △ 32
現金及び現金同等物 38,700 47,473 51,302

自平成17年 4月 1日
至平成17年12月31日

前連結会計年度

自平成16年 4月 1日
至平成17年 3月31日

自平成16年 4月 1日
至平成16年12月31日
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４．セグメント情報 
 
１．事業部門別売上高情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
２．所在地別セグメント情報 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

      (単位：百万円)

日     本 北　　 米 欧     州 ｱｼﾞｱ他  　計　 
消去又
は全社

連　　結

　 売上高及び営業損益
   売    上    高
 　(1) 外部顧客に対する売上高 155,606 81,069 47,663 30,698 315,038  　　　― 315,038

 　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 79,484 800 199 1,222 81,707 (81,707)  　　　―
 　    又は振替高

計 235,091 81,870 47,863 31,921 396,746 (81,707) 315,038
   営  業  費  用 217,048 79,052 46,087 29,201 371,389 (82,077) 289,312

   営  業  利  益 18,042 2,817 1,775 2,719 25,356 369 25,725

(注) 　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域

        1.国又は地域の区分の方法………………………地理的近接度による。
        2.各区分に属する主な国又は地域………………北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米

      (単位：百万円)

日     本 北　　 米 欧     州 ｱｼﾞｱ他  　計　 
消去又
は全社

連　　結

　 売上高及び営業損益
   売    上    高

 　(1) 外部顧客に対する売上高 149,947 66,326 45,963 22,996 285,234  　　　― 285,234
 　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 66,828 497 300 623 68,250 (68,250)  　　　―
 　    又は振替高

計 216,776 66,824 46,263 23,620 353,484 (68,250) 285,234
   営  業  費  用 199,592 64,440 44,030 21,798 329,861 (68,923) 260,938

   営  業  利  益 17,183 2,384 2,233 1,821 23,622 673 24,296

(注)　 国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
        1.国又は地域の区分の方法………………………地理的近接度による。
        2.各区分に属する主な国又は地域………………北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米

当第3四半期
自 平成17年 4月 1日

至 平成17年12月31日

前年同四半期
自 平成16年 4月 1日

至 平成16年12月31日

〕〔

〕〔 〕〔

当第3四半期（自 平成17年 4月 1日   至 平成17年12月31日）
      (単位：百万円)

軸　受 等速ｼﾞｮｲﾝﾄ
精密機器
商品等

 　計　 

   売    上    高 200,953 94,908 19,177 315,038

前年同四半期（自 平成16年 4月 1日   至 平成16年12月31日）
     (単位：百万円)

軸　受 等速ｼﾞｮｲﾝﾄ
精密機器
商品等

 　計　 

   売    上    高 182,727 81,824 20,683 285,234

前連結会計年度（自 平成16年 4月 1日   至 平成17年 3月31日）
     (単位：百万円)

軸　受 等速ｼﾞｮｲﾝﾄ
精密機器
商品等

 　計　 

   売    上    高 248,810 111,307 28,230 388,348
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３．海外売上高 
 
 

      (単位：百万円)

日     本 北　　 米 欧     州 ｱｼﾞｱ他  　計　 
消去又
は全社

連　　結

　 売上高及び営業損益
   売    上    高
 　(1) 外部顧客に対する売上高 202,341 91,669 62,956 31,380 388,348  　　　― 388,348
 　(2) ｾｸﾞﾒﾝﾄ間の内部売上高 92,608 705 349 927 94,590 (94,590)  　　　―
 　    又は振替高

計 294,950 92,374 63,305 32,308 482,939 (94,590) 388,348
   営  業  費  用 272,114 88,836 60,155 29,540 450,647 (95,499) 355,147
   営  業  利  益 22,835 3,537 3,150 2,767 32,292 908 33,200

(注) 　国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
        1.国又は地域の区分の方法………………………地理的近接度による。
        2.各区分に属する主な国又は地域………………北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米

前連結会計年度
自 平成16年 4月 1日

至 平成17年 3月31日
〕〔 〕〔 〕〔 〕〔

当第3四半期（自  平成17年 4月 1日  至  平成17年12月31日）
(単位：百万円)

北    米 欧    州 ｱｼﾞｱ他 計
Ⅰ 海 外 売 上 高 80,544 47,513 40,990 169,048
Ⅱ 連 結 売 上 高 315,038
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る ％ ％ ％ ％
　 海 外 売 上 高 の 割 合 25.6 15.1 13.0 53.7

(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
          1.国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。
          2.各区分に属する主な国又は地域……北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス等
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米等

     ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前年同四半期（自  平成16年 4月 1日  至  平成16年12月31日）
(単位：百万円)

北    米 欧    州 ｱｼﾞｱ他 計
Ⅰ 海 外 売 上 高 66,569 45,719 32,006 144,296
Ⅱ 連 結 売 上 高 285,234
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る ％ ％ ％ ％
　 海 外 売 上 高 の 割 合 23.3 16.0 11.3 50.6

(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
          1.国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。
          2.各区分に属する主な国又は地域……北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス等
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米等

     ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。

前連結会計年度（自  平成16年 4月 1日  至  平成17年 3月31日）
(単位：百万円)

北    米 欧    州 ｱｼﾞｱ他 計
Ⅰ 海 外 売 上 高 92,046 62,592 43,719 198,358
Ⅱ 連 結 売 上 高 388,348
Ⅲ 連 結 売 上 高 に 占 め る ％ ％ ％ ％
　 海 外 売 上 高 の 割 合 23.7 16.1 11.3 51.1

(注) １．国又は地域の区分の方法及び各区分に属する主な国又は地域
          1.国又は地域の区分の方法……………地理的近接度による。
          2.各区分に属する主な国又は地域……北米  ：アメリカ，カナダ

欧州  ：ドイツ，フランス，イギリス等
ｱｼﾞｱ他：アジア，中南米等

     ２．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。


